
































告の対象地域では，小山・花ノ木地区を含む表- 1の27地区798.0  haで事業がおこなわれている（京
都市全体では，99地区，3309.3  ha）。施工は，土地所有者による個人・共同，組合によるものと，公
共団体によるものとがあるが，組合によるものが圧倒的に多い。23地区685.0  haは施工済， 4地区
図- 2　北部地域の土地区画整理事業（上野　1999，一部省略）
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113.0  haが施行中である。施工済の地区の認可，換地処分は，戦前15地区308.8  ha，戦後 7 地区










は急増し，その後漸増してピークに達したあと，減少に転じている（ピーク時人口：京都市  1986年 

























年あるいは1977年に最大になっている：上賀茂169.6  ha，大宮95.5  ha。北区（全体）343.0  ha，下鴨






- 3， 4 から明らかなように，1971年時点でもすでに下鴨や松ヶ崎は宅地開発が進み，耕地面積
（10  ha以下），農家戸数とも少ない。とくに下鴨は耕地面積，農家戸数とも一番少なく，1980～2000
年の間の減少とも0.3  ha， 4戸に過ぎない。実見する風景とよい一致を示す数値であり，住宅地の間
に農地がしぶとく生き残っているという感じである。
　2000年の戸当りの平均耕地面積は，上賀茂，大宮の方が下鴨，松ヶ崎，岩倉より若干大きいが，
0.49  ha（上賀茂）～0.18  ha（下鴨）の範囲にある。実際の経営規模別の統計では，いずれの地区でも

















されていることになる。左京区では277.1  haの水田のうち，水稲作付面積は128.7  ha（46％）である。
　耕地の地域別分布は，対象地区内でも地区によりかなり様相を異にする。上賀茂の農家の耕地は
1971年，2000年とも北区内に50％以上（1971年65.1  ha, 2000年76.3  ha），北区以外に40％台（1971年



























































　2000年の北区のばあい，耕地面積の262.9  haに対し農地面積は156.4  haである。また，上賀茂と大
宮の耕地面積は201.9  haで，北区の農地面積を上回っている。農地面積には北区以外の所有者の農地
も含まれていようし，先にみたように北区の農家が出作りしている実態と符合する。北区，左京区の
1筆当りの面積は，宅地並課税対象農地は細分化が進み 3  a弱であるが，純農地は 5  a強ある。
　北区 2地区で農業を主とする農家が多いのは，賀茂ナスなどの夏野菜とその後作の収益性の高いス
グキの栽培により高所得をあげているからである（柏  1998）。1971年と2000年の野菜の作付状況
（表- 7）からそれをみてみよう。表- 7には，2000年に北区で作付面積の多い 5種の野菜について示
してある。






上賀茂周辺に特化した商品価値の高い賀茂ナスの作付は1996年に0.8  haにすぎない（半場  1999）.
　この表の 5種の野菜の作付面積は，北区では1971年には50％，2000年には40％，左京区では両年と
も20％台である。このことからも，京都市では多種類の野菜が栽培されていることがわかる。なお，




いったものと思われる。また，両年に市内で作付面積がとくに多いのは，タケノコ（1971年407.4  ha, 
2000年139.6  ha），キャベツ（1971年660.2  ha, 2000年160.4  ha）である。
　対象地域のような市街化区域内での営農は都市農業とよばれ，その特徴は並松（1998）によると，
以下のようである。まず，近郊農業とのちがいはつぎのような点にある。⑴近郊農業は一定の広さを
持った空間に立地しているが，都市農業は市街化進行地域に点在する，面的広がりを持たない農業で
ある。⑵近郊農業は都市の周辺に必ず存在する永続的な農業形態である。都市農業は市街化によって
消滅する過渡的な農業形態である。⑶両者は市場接近性という点では類似している。都市農業は高労
賃・高地価のもとで，資本集約度および土地利用集約度のきわめて高い経営だけが残存しうる。ただ
し，都市農業において多数を占める第二種兼業農家は必ずしもそうではない。⑸都市農業は点として
存在するため，都市公害（農薬肥料による汚染，農業機械の騒音など）の原因となることが多く，都
市の環境悪化の一因とされた。
　これに対し，農業団体などからは都市農業を積極的に評価しようとする動きがある。擁護論は，つ
ぎの 4点を中心に展開されている。⑴鮮度の高い食料の安定・安全供給，⑵環境の保全，⑶文化的・
教育的あるいはレクリエーションとしての空間，⑷災害時の避難場所や防災としての役割。
　都市農業の批判論では産業として成り立つ経済性が重視されているが，擁護論は農業の存立それ自
体に意義があるという立場である。都市農業は 4機能をになうとともに，産業として経済的に成り立
っていることが存続の最大の要因と考えられている。
　以上の並松の考察は，対象地域の農業をよく表現している。擁護論は生産緑地のなかで具体化され
ているし，高収益性のスグキの栽培が農業の存続を可能にしている。しかし，都市化の波のなかで農
地が年々減少しているため，第二種兼業農家を増え，一方では意欲的な農家は出作りを余儀なくされ
ており，営農が困難になってきているのが対象地域の農業の現状であろう。
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